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農業競争力強化プログラム 
 

生産資材価格の引き下げや農産物 

の流通・加工構造の改革など 

農業の競争力強化に向けた取組 

農業の競争力強化のためには 

①農業者の自らの創意工夫を生かした取組 

②上記を支援するための環境整備 

が必要であり、②は国が主に担うもの。一方で①は高度な経営展開が求められていく中、①の実施にあた
っては経営外の民間有識者からの様々な視点からのサポートが必要。 

 

農業者の自由な創意工夫を生かした取組  
（コストダウン・高付加価値化、販路拡大etc.）

⇒法人化、６次化への取組など 

農業者が自由に経営展開できる環境を整備        
農業者の努力では解決できない構造的な問題を解決 

農業の競争力強化 

農業者の所得向上 
様々な視点からの 

アドバイス・サポート 

2 



（参考）農業競争力強化プログラムの概要 

１．生産資材価格の引下げ 

農業者の所得向上を図るためには、農業者が自由に経営展開できる環境を整備するとともに、農業者の
努力では解決できない構造的な問題を解決していくことが必要である。                     
このため、生産資材価格の引下げや、農産物の流通・加工構造の改革をはじめ１３項目について以下の
とおり取り組み、更なる農業の競争力強化を実現する。 

（１） 生産資材価格の引下げ 
○ 国際水準への価格引下げを目指す 
○ 生産資材業界の業界再編の推進 
○ 生産資材に関する法規制の見直し 
○ 国の債務、業界再編に向けた推進手法等 
 を明記した法整備を推進 

（肥料、農薬、機械、飼料など） 

（２） 全農改革（生産資材の買い方の見直し） 
 全農は、 
○ 農業者の立場に立って、共同購入のメリットを最大化 
○ 外部の有為な人材も登用し、資材メーカーと的確に 
 交渉できる少数精鋭の組織に転換  
○ 入札等により資材を有利に調達 
○ 農協改革集中推進期間に十分な成果が出るよう年 
 次計画を立てて改革に取り組む 

２．流通・加工の構造改革 

（卸売市場関係業者、米卸売業者、量販店など） 

（１） 生産者に有利な流通・加工構造の確立 
○ 効率的・機能的な流通・加工構造を目指す 
○ 農業者・団体から実需者・消費者に農産物を直接販売 
 するルートの拡大を推進 
○ 中間流通（卸売市場関係業者、米卸業者など）につい 
 て、抜本的な合理化を推進し、事業者の業種転換等を支援 
○ 量販店などについて、適正な価格での販売を実現する 
 ため、業界再編を推進 
○ 国の債務・業界再編に向けた推進手法等を明記した法 
 整備を推進 

（２） 全農改革（農産物の売り方の見直し） 
 全農は、 
○ 中間流通業者への販売中心から、実需者・消費者への 
 直接販売中心にシフト 
○ 必要に応じ、販売ルートを確立している流通関連企業を 
 買収  
○ 委託販売から買取販売へ転換 
○ 輸出について、国ごとに、商社等と連携した販売体制を 
 構築 
○ 農協改革集中推進期間に十分な成果が出るよう年次 
 計画を立てて改革に取り組む 3 



３．人材力の強化 

○ 新規就農者が営農しながら経営能力の 
 向上に取り組むために、各県に「農業経営 
 塾」を整備 
○ 法人雇用を含めた就農等を支援 
○ 外国人技能実習制度とは別の外国人材 
 活用スキームの検討 

４．戦略的輸出体制の整備 

５．原料原産地表示の導入 

６．チェックオフ（生産者から拠出金 

 を徴収、販売促進等に活用）の導入 

７．収入保険制度の導入 

８．土地改良制度の見直し 

９．農村の就業構造の改善 

10．飼料用米の推進 

11．肉用牛・酪農の生産基盤強化 

12．配合飼料価格安定制度の安定運営 

13．生乳の改革 

○ 平成31年の１兆円目標に向けて、本年５ 
 月の「農林水産業の輸出力強化戦略」を具 
 体化 
○ 日本版SOPEXAの創設（農業者の所得向 
 上に繋がるﾌﾞﾗﾝﾃﾞｨﾝｸﾞ･ﾌﾟﾛﾓｰｼｮﾝ、輸出サ 
 ポート体制） 

 消費者の選択に資するため、全ての加工食 
品について 
○ 重量割合上位１位の原材料について、国 
 別の重量順に表示することを基本 
○ 実行可能性を考慮したルールを設定 

 

○ チェックオフを要望する業界における検討 
 手順（推進母体・スキーム・同意要件）を定 
 め、一定以上の賛同で法制化に着手 

○ 適切な経営管理を行っている農業経営者 
 の農業収入全体に着目したセーフティネット 
 を導入 
 ・ 青色申告している農業経営者が加入 
 ・ 農業収入全体を対象 
 ・ 過去５年の平均を基準収入とし、収入減 
  の一定部分を補てん 
 ・ 保険方式と積立方式とを併用 
○ 併せて、現行の農業共済制度を見直し 
 ・ 米麦の共済制度の強制加入を任意加入 
  に変更 

○ 農地の集積・集約化を進めるため、農地 
 集積バンクが借りている農地のほ場整備事 
 業について、農地所有者等の費用負担をな 
 くし、事業実施への同意を不要とする 

○ 農村に就業の場を確保するため、工業等 
 に限定せず、サービス業等についても導入 
 を推進 

○ 多収品種の導入等による生産コスト低減、 
 耕種農家・畜産農家の連携による畜産物の 
 高付加価値化を図る取組等を推進 

○ 肉用牛・牛乳乳製品の安定供給を確保す 
 るため、繁殖雌牛の増頭、乳用後継牛の確 
 保、生産性の向上、自給飼料の増産等を推 
 進 
○ 配合飼料価格安定制度の安定的な運営 

○ 生産者が自由に出荷先を選べる制度に 
 改革 
○ 指定団体以外にも補給金を交付 
○ 全量委託だけでなく、部分委託の場合に 
 も補給金を交付 

4 



①法人化 
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農業者自らの取組 



法人化の推進策 

平成35年 

50,000 
 

法人経営体数と常時雇用者数の推移 

農業経営の法人化については、「日本再興戦略（平成25年６月）」において、今後10年間（平成35年まで）で、法人経営
体数を平成22年（12,500法人）比約４倍の５万法人とすることを目標（KPI）として設定。 
法人経営体数は、平成28年には2万800法人となるなど着実に増加しているが、５万法人の目標達成のためには、増
加ペースをさらに加速させる必要。 

（人） 
（法人） 

円滑な法人化への移行支援 

相談対応 
・ 都道府県段階で法人化推進体制
を整備し、税理士等の専門家の派遣
や相談対応を実施 

法人化メリットの 
周知 

・ 法人化が期待される個別経営等に
対して、法人化メリット等を周知する
ためのセミナー等を開催 

法人化が促進される環境整備 

農地の集積 

・集約化 
・ 農地中間管理機構を通じた農地の
集積・集約化により、経営規模を拡大 

人材の確保 
・ 雇用就農者への研修を支援（農の
雇用事業）し、人材を確保 

資金の借入れ 
・ 農地、施設・機械の取得等のため
の低利長期資金（スーパーＬ資金）に
より、事業の成長・発展を促す 

集落営農等の 
法人化・組織化 

・ 必要経費の一部を支援することで、
集落営農等の法人化・組織化を促進 

法人化の目標とその推進策 



法人化のメリット及びそのメリットを享受しやすい対象 

農業経営を法人化することで経営管理が徹底されるとともに、投資財源や雇用の確保などにより、
更なる経営発展を図ることが可能となる。 
法人化が有効であると考えられる比較的規模の大きい家族経営や法人化に向けた計画を有している
集落営農等を中心に、法人化の取組を推進している。 

法人化のメリット 

経営管理 

 

 ・ 経営管理が徹底され、家計との分 

 離が可能となる 

経営判断 
できる体制 

 

 ・ 役職員による組織的な経営判断が 

 可能となる 

経営の継承 

 

 ・ 次期社長等の早期選定等を行い 
 円滑に経営を継承していくことが可能 

 となる 

投資財源の確保 

 

 ・ 出融資や税制特例の活用による適 

 切な投資が可能となる 

雇用の確保 

 

 ・ 雇用労働力の活用等による生産規 
 模の拡大、販売・加工への進出が可 
 能となる 
 ・ 若年層の雇用により役職員の年齢 
 構成を世代間バランスの取れたもの 
 とすることが可能となる 

 

販売金額規模別の家族経営体数（平成27年） 

（備考） 「農林業センサス」により作成。 

経営体数 構成割合

1,329,591 100.0

1,041,051 78.3

241,581 18.2

46,959 3.5

26,085 2.0

10,301 0.8

販売金額規模

家族経営体数

300万円未満

300～2,000

2,000万円以上

3,000万円以上

5,000万円以上

法人化に取り組む集落営農数（平成27年） 

（備考） 「集落営農実態調査」により作成。 

経営体数 構成割合

14,853 100.0

3,622 24.4

11,231 75.6

4,695 31.6

6,536 44.0

法人化の取組

法人化の計画を策定している

法人化の計画を策定していない

集落営農の組織数

法人となっている

法人となっていない



○法人化に係る普及・啓発（補助率：１／２） 
 
 

法人化の推進体制の整備について（農業経営力向上支援事業） 

○経営の専門家を活用した法人化支援（補助率：定額） 
 
 

 
 

【法人化推進体制のイメージ】 

 

・商工会議所 

・経済同友会 

・中小企業再生 

 支援協議会 

・民間企業 など 

 
・都道府県 

・農業公社 

      など 

 

 
 

・農業法人協会 

・認定農業者協議会 

・農業会議 

・県農協中央会 

       など 

農業者組織  
 
・税理士 
・公認会計士 
・中小企業診断士 
・社会保険労務士 
・地域金融機関 
 （農業経営アドバイザー） 
・日本政策金融公庫の支店 
 （農業経営アドバイザー） 
          など 

専門家・金融機関 

都道府県レベルにおいて 
法人化推進体制を整備 

行政 

経済界 

連携又は構成員
として参加 

構成員と 
して参加 

構成員と 
して参加 構成員と 

して参加 

【法人化推進のための取組内容】 

専門家派遣  早期に法人化すべき農業者等を対象に、税理士や
中小企業診断士等の専門家が農業者の事業計画
作成や法人化に必要な手続等を個別に指導・助言 

研修・セミナーの
開催 

 中長期的に法人化を検討している農業者向けに、
経営の専門家による法人化の手続きや経営管理の
ノウハウ等に関する研修・セミナーを開催 

相談窓口の設置  農業者が必要性を感じたときに、個別に相談でき
るワンストップ窓口を設置し、関係機関・団体が連携
して対応 

農業者の理解促
進 

 法人経営のメリットや成功事例等を含むパンフレッ
トの作成・配布し、法人化の必要性を広く周知 

法人化意向調査  法人化の働き掛けを効率的に行うため、認定農業
者等を対象として、法人化に係る意向や支援ニーズ
等に関する調査の実施 

優良事例の横展
開 

 法人化により経営発展を遂げた農業者の成功体験
を広く農業者に共有してもらうための広報活動 

「日本再興戦略」における法人経営体５万（平成３５年）の目標達成に向けて、法人化のペースを加速させて
いくため、 

① 各都道府県レベルにおいて、従来の行政・農業団体中心の推進体制を改め、税理士等の経営の専門家 

 や地域金融機関等が参加する新たな法人化推進体制を整備するとともに、 

② この推進体制の下で実施する、専門家派遣や研修・セミナーの開催、相談窓口の設置等の法人化支援  

 のための取組や、農業者の理解促進や法人化意向調査の実施等の普及・啓発活動等を支援する。 



【検討段階】 

○法人形態の選択 

○構成員の決定・合意形成 

○経営方針の策定 

○組織体制の検討 

○事業計画の作成 

等 

【準備・実行段階】 

○ステークホルダーへの周知・調整 

○定款等の作成・法人設立手続 

○事業用資産・負債の引継ぎ 

○社会保険加入等の各種手続 

等 

【実行後】 

○更なる生産体制の強化 

 や販路拡大による経営発展 

等 

○法人化後のメリット等の説明 
○経営診断による現状分析 
○事業計画作成支援 
○税務相談への対応 
○労働条件等の検討アドバイス 

等 

○金融支援や販路拡大支援 
○事業計画のフォローアップ 

等 

○ステークホルダーへの説明支援 
○定款等作成・法人設立登記支援 
○事業用資産・負債の引継ぎ手続支援 
○社会保険加入手続支援 

等 

法人化に向けた農業経営アドバイザーによる支援（イメージ） 

 

農
業
者 

農
業
経
営 

ア
ド
バ
イ
ザ
ー 

税理士・会計士・中小企業診断士・社会保険労務士・金融機関職員等の 
様々な立場の農業経営アドバイザーによる相互連携が必要 

それぞれのステージで農業経営アドバイザーが支援・フォロー 
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②事業承継 
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農業者自らの取組 



【農林水産業就業者数の推移】 

資料：総務省「労働力調査」 

1,340 

886 

577 

451 
326 

282 255 228万人

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

1,600

昭35 45 55 平2 12 17 22 27

万人

年

全産業就業者数 

6,376万人の3.6％ 

全産業就業者数 

4,436万人の30.2％ 

【基幹的農業従事者の年齢構成】 

基幹的農業従事者：自営農業に主として従事した15歳以上の世帯員（農業就業
人口）のうち、普段仕事として主に自営農業に従事している
者で、主に家事や育児を行う主婦や学生等を含まない。 

資料：農林水産省「農林業センサス」 

平成27年 175万人 67.0歳 

平成17年 224万人 64.2歳 

平成22年 205万人 66.1歳 

基幹的農業 
従事者数 

平均年齢 

農林水産業就業者数の状況 

0

100

200

300

400

500

15～ 

29歳 

30～ 

34 

35～ 

39 

40～ 

44 

45～ 

49 

50～ 

54 

55～ 

59 

60～ 

64 

65～ 

69 

70～ 

74 

75～ 

79 

80～ 

84 

85歳 

以上 

（千人） 

22年 

27年 

平成17年 

農林水産業就業者数は年々減少し、平成２７年で２２８万人 

基幹的農業従事者は年々高齢化が進行  

（平成２７年の基幹的農業従事者数は１７５万人、平均年齢は６７歳） 
⇒経営基盤の継承を進まなければ、地域農業の安定した維持が困難になる可能性。 
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経営継承の取組状況（経営者年代別の割合） 

8 

5 

24 

115 

50 

15 

11 

2 

15 

2 

36 

145 

117 

46 

15 

8 

4 

15 

30 

38 

12 

1 

2 

2 

2 

11 

3 

16 

19 

0 50 100 150 200 250 300

年齢未回答 

80代以上 

70代 

60代 

50代 

40代 

30代 

20代以下 

関連する取組を既に実行している 検討はしているが、実行はしていない 検討をしていない 継承を完了している 

出典：公益社団法人日本農業法人協会「経営継承実態調査結果」（平成27年12月25日） 
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最も多い６０代の経営者のうち約半数が「検討はしているが実行していない」と回答。７０代の経営者で
も約半数が経営継承を進めていない現状にある。 

件 

検討はしているが実行はしていない。 



経営継承の取り組み時期（件） 
（計画の策定時期） 

継承済み 
51 
6% 

候補者を既

に決めている 
255 
30% 

後継者候補

あり 
348 
42% 

後継者候補

なし 
188 
22% 

10年以上前 
31 
4% 

5年～9年前 
49 
6% 

1年～4年前 
230 
31% 

特に取り組

んでいない 
444 
59% 

出典：公益社団法人日本農業法人協会「経営継承実態調査結果」（平成27年12月25日） 

13 

後継者の有無については「後継者を決めている」「後継者候補がいる」の合計が７２％、継承済みは６％と
なっている。また、経営継承の取り組みを始めた時期は、「１～４年前から」という回答が４分の１を占めてい
る。 

しかし、「特に取り組んでいない」という回答が半分以上となっており、全体的に取り組みが進んでいないこと
が見受けられる。 

後継者の有無と経営継承の取り組み時期 

農業法人の後継者の有無（件） 



【検討段階】 

○承継候補者の選定・育成 

○経営理念の確認・新経営理   

 念の策定 

○事業計画の作成 

○組織体制の整備 

等 

【準備・実行段階】 

○継承する資産の整理・最適な方法   

 による移転・承継に必要な資金の   

 調達 

○ステークホルダーへの周知・調整 

○現経営陣のリタイア・新経営陣の  

 就任 

○代表者変更等の各種手続   等 

【実行後】 

○更なる生産体制の強化や 

販路拡大による経営発展 

等 

○事業・資産・財務の 「見える  
 化」と事業計画作成支援 
○本業・組織の「磨き上げ」支援 
○経営者・承継候補者双方の 
  価値観等の客観的把握・共有 

等 

○金融支援や販路拡大支援 
○事業計画のフォローアップ 

等 

○資産継承手法のアドバイスと実務支 
 援 
○ステークホルダーへの説明支援 
○代表者変更等の各種手続支援 

等 

事業承継に向けた農業経営アドバイザーによる支援（イメージ） 

 

農
業
者 

農
業
経
営 

ア
ド
バ
イ
ザ
ー 

税理士・会計士・中小企業診断士・社会保険労務士・金融機関職員等の 
様々な立場の農業経営アドバイザーによる相互連携が必要 

それぞれのステージで農業経営アドバイザーが支援・フォロー 
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③６次化 
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農業者自らの取組 



農産物貿易額 

4,400億ドル 
（約42兆円） 
（1995年） 

世界の農産物マーケットは拡大の可能性 

 ・ 日本の農林水産業GDP（2014年）  
        世界10位 
 ・ 日本の農産物輸出額（2013年）  
        世界60位 

1兆4,000億ドル 
（約136兆円） 

（2013年） 

20年前 現在 2050年 

人口 57億人 
（1995年） 

73億人 
（2015年） 97億人 

（2050年） 

＋32％ 世界 

飲食料の 

マーケット規模 
（主要国） 

－ 340兆円 
（2009年） 

人口減少、高齢化に伴い、 
国内の市場規模は縮小の可能性 

1億2,600万人 
（1995年） 

1億2,700万人 
（2015年） 

9,700万人 
（2050年） 

人口 

83兆円 
(1995年) 

76兆円 
（2011年） 

飲食料の 

マーケット規模 

農業総産出額 10.4兆円 
（1995年） 

8.4兆円 
（2014年） 

国内 ▲24％ 

14.5％ 
（1995年） 

26.8％ 
（2015年） 

高齢化率 
（65歳以上の割合） 

生産農業所得 4.6兆円 
（1995年） 

2.8兆円 
（2014年） 

農業就業人口 414万人 
（1995年） 

210万人 
（2015年） 

耕地面積 504万ha 
（1995年） 

450万ha 
（2015年） 

680兆円 
（2020年） 

2050年における国内と世界の食料需要 



農業 

9.4兆円 
林・漁業 

1.7兆円 

食品関連流通

業 

23.9兆円 

外食産業 

20.7兆円 

食品製造業 

33.9兆円 

資材供給産業

等4.6兆円 

○ 農業・食料関連産業の国内生産額（平成２２年度） 

（参考） 
全経済活動 
905.6兆円
（100％） 

農業 
９兆3,813億円 8兆5,137億円 

１．１倍 

食品産業 
78兆5,580億円 

建設業 
出来高 

42兆9,310億円 
１．８倍 ○ 農業・食料関連産業の市場規模比較（平成２２年度） 

資料：農林水産省「農業・食料関連産業の経済計算」、 経済産業省「平成22年工業統計」、国土交通省「建設総合統計」 

電子デバイス 
製造業 

農業・食料関連産業における高い潜在力 

我が国農業の国内生産額は約９兆円であるが、その生産物を加工・販売する食品製造業等の食料関
連産業を含めると約100兆円にのぼり、全経済活動の約10％を占め、その裾野の広さから高い潜在力
を有する 
さらに、政府全体としても、2020年に農業・食料関連産業の国内生産額を120兆円に拡大させることを目
指す（日本再興戦略） 

 
目標 

１２０兆円 
約100兆円 

食品産業78.6兆円 

【２０２０年（平成32年）】 
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【検討段階】 

○自社の経営と取り巻く環境の 

  再確認 

○市場調査によるマーケット分 

  析・ターゲットの検討 

○組織体制の整備・加工技術 

    の習得            等 

【準備・実行段階】 
○商品の企画開発・ブランディングの  

 検討 

○原料調達の確保 

○販路の開拓・広告宣伝の検討 

○事業計画の作成支援 

○必要な設備の導入と資金の調達 

等 
 

【実行後】 

○更なる生産体制の強化や 

  販路拡大による経営発展 

○販売実績を踏まえた不断 

    の事業戦略の見直し 

等 

○ＳＷＯＴ分析等の経営診断に 
    よる現状分析 
○市場調査の支援・情報提供 

等 

○金融支援や販路拡大支援 
○事業計画のフォローアップ 

等 

○４Ｐ分析等によるマーケティング支援 
○事業計画の作成支援 

等 

６次化に向けた農業経営アドバイザーによる支援（イメージ） 

 

農
業
者 

農
業
経
営 

ア
ド
バ
イ
ザ
ー 

税理士・会計士・中小企業診断士・社会保険労務士・金融機関職員等の 
様々な立場の農業経営アドバイザーによる相互連携が必要 

それぞれのステージで農業経営アドバイザーが支援・フォロー 
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まとめ 
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まとめ 

○農業経営の高度化（法人化、規模拡大、多面化など）が進むにつれて課題もより多様化、より専門的に。 
○これらの課題に対して様々な立場のアドバイザーが連携し、総合的なアドバイス機能を発揮することによ
り、それぞれの農業経営の更なる高度化が推進され、農業の成長産業化の後押しにつながる。 

個々の農業経営の 

更なる高度化 

⇒農業の 

成長産業化に貢献 

農業経営者の   
課題 

法人化・経営継承・６次産
業化、経営診断、労働力不

足、輸出… 

公認 

会計士 

中小企業 

診断士 

公庫職員 

普及 

指導員 

税理士 

民間 

金融機関 

その他 

公庫職員 

アドバイザー 
のネットワークによる 

支援の輪 



2017年4月より、 
農業者の皆様が活用できる農林水産省全体の事業情報を 
一元的に配信しています！ 
併せて、名称を「農水省・農業経営者net」に改めました！ 
 
事業例：「農の雇用事業」 
      「経営所得安定対策」 など 

 

内容： 
  
 
 
 

そのほか、経営者に役立つ記事も配信中。  
 収入保険や農地制度などの解説 
 新・農業人フェアなどのイベント等 
 農業ロボットなどの新技術情報 など 

                      

【参考１】農業者向け事業の公募情報の配信 

① 事業概要 
② 公募期間 
③ 応募ページへのリンク など 

STEP② STEP① 

「農水省・農業経営
net」にアクセス 

○ＱＲコードを読み取る 
○ページ名で検索 
○下記ＵＲＬを直接入力 

STEP③ 

フォロー中になって 
  いることを確認 

いいね！を押す 

 「農水省・農業経営者net」（旧：農業経営者新時代ネットワーク-農林水産省経営局-） 

https://www.facebook.com/nogyokeiei 

～次の３ステップで、最新の記事が届くようになります～ 

“農水省・農業経営者net”にアクセス！ 
（旧：農業経営者新時代ネットワーク-農林水産省経営局-） 



  ｢     引き事典｣の使い方 逆 

 https://www.gyakubiki.maff.go.jp/  

 まず始めに、 

 補助金･融資･出資･税制･優良事例の中から、 
 お探しの分野を一つお選びください。 

０ 

※ 新規掲載やメンテナンスのお知らせなどを掲載します。 

林業編 
はこちら 

水産業編 
はこちら 

お問い合わせ 
はこちら 

使い方 
はこちら 

 【参考２】逆引き辞典（補助金等の事業の検索サイト） 
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